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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複合構造物を検査するための方法であって、
（ａ）赤外線カメラを、前記赤外線カメラの視野が前記複合構造物の表面上の検査領域を
包含する位置に移動させるステップと、
（ｂ）少なくとも１つの閃光灯を起動して、前記検査領域の少なくとも一部を照らす光を
出力するステップと、
（ｃ）前記赤外線カメラを起動して、前記赤外線カメラの前記視野が少なくとも前記検査
領域を包含する間に赤外線撮像データを取得するステップと、
（ｄ）前記赤外線撮像データを処理して熱痕跡を生成するステップと、
（ｅ）前記熱痕跡が、指定された閾値内で、基準データベースに格納された多数の基準熱
痕跡の何れか１つに類似するか否かを判定するステップであって、前記基準熱痕跡はリン
クルの存在を示す１つまたは複数の特性を有し、前記リンクルは前記複合構造物内の波状
の内部欠陥である、ステップと、
を含む、方法。
【請求項２】
　ステップ（ｄ）は、時間に関する前記赤外線撮像データの一次導関数を計算するステッ
プを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　ステップ（ｄ）は、時間に関する前記赤外線撮像データの二次導関数を計算するステッ
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プを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記熱痕跡が指定された閾値内で前記基準熱痕跡の何れか１つと類似しない場合、前記
複合構造物を受理するステップをさらに含む、請求項１、２、または３に記載の方法。
【請求項５】
（ｆ）前記検査領域の表面下のリンクルの存在を示す赤外線撮像データを用いてリンクル
の波長を測定するステップと、
（ｇ）前記指定された閾値内において、ステップ（ｄ）で生成された前記熱痕跡に類似す
る基準熱痕跡に対応する前記基準データベースから伝達関数を取り出すステップと、
（ｈ）前記取り出した伝達関数を前記測定された波長に適用して、前記リンクルの実際の
波長を推定するステップと、
をさらに含み、
ステップ（ｆ）から（ｈ）は、前記熱痕跡が指定された閾値内で前記基準熱痕跡の何れか
１つに類似する場合に実施される、
請求項１から４の何れか１項に記載の方法。
【請求項６】
（ｉ）超音波配列振動子を、前記超音波配列振動子が前記複合構造物の前記表面上の前記
検査領域をスキャンできる位置に移動させるステップと、
（ｊ）前記超音波配列振動子を起動して、超音波を前記検査領域内の前記複合構造物に送
信するステップと、
（ｋ）前記検査領域から返された超音波エコーを表す超音波撮像データを取得するステッ
プと、
（ｌ）前記リンクルの実際の振幅を前記超音波撮像データに基づいて推定するステップと
、
（ｍ）リンクルの波長振幅比を、前記推定された実際の波長および前記リンクルの推定さ
れた実際の振幅を用いて計算するステップと、
（ｎ）ステップ（ｍ）で計算した前記リンクルの波長振幅比が許容可能範囲外にあるか否
かを判定するステップと、
をさらに含む、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記リンクルの波長振幅比が前記許容可能範囲外にない場合、前記複合構造物を受理す
るステップをさらに含む、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記リンクルの波長振幅比が前記許容可能範囲外にある場合、前記複合構造物を拒絶す
るステップをさらに含む、請求項６に記載の方法。
【請求項９】
　前記リンクルの波長振幅比を、方位情報とともに、応力モデルに入力して、前記複合構
造物の性能に及ぼす前記リンクルの影響をモデル化するステップをさらに含む、請求項６
に記載の方法。
【請求項１０】
　複合構造物を検査するための方法であって、
（ａ）赤外線撮像データを、前記複合構造物の表面上の検査領域から、赤外線カメラを用
いて取得するステップであって、前記赤外線撮像データは前記検査領域の表面下のリンク
ルの存在を示し、前記リンクルは前記複合構造物内の波状の内部欠陥である、ステップと
、
（ｂ）前記赤外線撮像データを処理して、前記検査領域内の前記複合構造物の表面下の前
記リンクルの第１のリンクル次元パラメータの値を処理するステップと、
（ｃ）ステップ（ａ）に続いて、超音波撮像データを、前記複合構造物の前記表面上の前
記検査領域から、超音波配列振動子を用いて取得するステップと、
（ｄ）前記超音波撮像データを処理して、前記検査領域内の前記複合構造物の表面下のリ
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ンクルの第２のリンクル次元パラメータの値を推定するステップと、
（ｅ）前記第１のリンクル次元パラメータおよび第２のリンクル次元パラメータの関数で
あるリンクル・パラメータの値を計算するステップと、
（ｆ）ステップ（ｅ）で計算された前記リンクル・パラメータの前記値が値の許容可能範
囲の内部または外部にあるかどうかに応じて、前記複合構造物のステータスを決定するス
テップと、
を含む、方法。
【請求項１１】
　ステップ（ｃ）は、時間に関する前記赤外線撮像データの一次導関数を計算するステッ
プを含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　ステップ（ｃ）は、時間に関する前記赤外線撮像データの二次導関数を計算するステッ
プを含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１３】
　前記第１のリンクル次元パラメータはリンクル波長である、請求項１０から１２の何れ
か１項に記載の方法。
【請求項１４】
　前記第２のリンクル次元パラメータはリンクル振幅である、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記リンクル・パラメータは前記リンクル波長と前記リンクル振幅の比である、請求項
１４に記載の方法。
【請求項１６】
　赤外線サーモグラフィ時間－温度曲線から導出した前記リンクル波長と前記リンクル振
幅の比を、方位情報とともに、応力モデルに入力して、前記複合構造物の性能に及ぼす前
記リンクルの影響をモデル化するステップ、をさらに含む、請求項１５に記載の方法。
【請求項１７】
　複合材料から作製され厚みを有する複合構造物内の特徴を測定するための方法であって
、
（ａ）検査すべき前記複合構造物と同一の複合材料から作製され同一の厚みを有する多数
の参照基準で測定されたリンクル波長に真のリンクル波長を関連付ける伝達関数を含む基
準データベースを確立するステップであって、前記基準データベースはさらに、伝達関数
ごとに、前記多数の参照基準におけるリンクルの少なくとも既知の深度、振幅および波長
を表す関連付けられたリンクル次元データを含み、前記リンクルは前記複合構造物内の波
状の内部欠陥である、ステップと、
（ｂ）少なくとも１つの閃光灯を起動して、前記複合構造物の表面上の領域を照らす光を
出力するステップと、
（ｃ）赤外線カメラを起動して、ステップ（ｂ）で照らされた前記領域の少なくとも一部
における、前記複合構造物の前記表面の温度を表す赤外線撮像データを取得するステップ
と、
（ｄ）前記赤外線撮像データを処理して、前記照らされた領域の少なくとも一部の下方に
ある前記複合構造物の一部におけるリンクルの存在を特定するステップと、
（ｅ）前記複合構造物のリンクル部分および周囲の非リンクル部分の間で最大コントラス
トを得るのに必要な時間を測定するステップと、
（ｆ）前記赤外線撮像データにより画像化されたリンクルの波長を測定するステップと、
（ｇ）ステップ（ｅ）で測定した時間に基づいて前記リンクル部分の深度を推定するステ
ップと、
（ｈ）前記推定された深度および前記測定された波長を用いて、伝達関数を前記基準デー
タベースから取り出すステップと、
（ｉ）前記取り出した伝達関数を前記測定された波長に適用して、前記複合構造物の前記
リンクル部分における前記リンクルの実際の波長を推定するステップと、
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を含む、方法。
【請求項１８】
　ステップ（ｄ）は、時間に関する前記赤外線撮像データの一次導関数を計算するステッ
プを含む、請求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
　ステップ（ｄ）は、時間に関する前記赤外線撮像データの二次導関数を計算するステッ
プを含む、請求項１７に記載の方法。
【請求項２０】
（ｊ）超音波配列振動子を起動して超音波を前記複合構造物の前記リンクル部分に送信す
るステップと、
（ｋ）前記複合構造物の前記一部から返された超音波エコーを表す超音波撮像データを取
得するステップと、
（ｌ）前記リンクルの実際の振幅を前記超音波撮像データに基づいて推定するステップと
、
（ｍ）リンクルの波長振幅比を、前記推定された実際の波長および前記リンクルの推定さ
れた実際の振幅を用いて計算するステップと、
（ｎ）ステップ（ｍ）で計算した前記リンクルの波長振幅比が許容可能範囲外にあるか否
かを判定するステップと、
をさらに含む、請求項１７から１９の何れか１項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は一般に構造または部分の非破壊検査に関し、より具体的には、複合構造物また
は同様な構造のような積層構造内のリンクルのような異常を特徴付けるかまたは評価する
ためのシステムおよび方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　新たな、軽量複合材料および設計は、商用航空機および他の航空宇宙車両に関する航空
宇宙業界ならびに他の業界でより広く利用されつつある。これらの複合材料を用いた構造
は、軽量で高強度の構造を形成するために積層できるファイバ強化プラスチック材料の複
数のプライまたは層を用いて形成しうる。航空宇宙アプリケーション向けの複合積層材構
造の製造は、リンクルのサイズに基づいて当該構造の性能に影響しうるプライの不要な面
外のリンクリングをもたらしうる。航空機業界のような業界における生産部品に対する品
質保証および認証は、当該部品が特定の設計標準および仕様を満たすように構築されるこ
とを要求する。幾つかの部品に対して、リンクルのサイズに基づく標準的な許容基準があ
りうる。したがって、構造または部品内の任意のリンクルのサイズを正確に検出し測定で
きることが望ましい。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】米国特許第７，１８６，９８１号明細書
【特許文献２】米国特許出願第１４／０４９，９７４号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　幾つかのリンクルは表面から視覚的に特定することができる。しかし、それらは視覚的
に定量化できず、したがって、十分な注意があれば、（しばしば、長さＬを高さＤで除し
た）リンクルのサイズを測定するための手段を提供できない限り、最悪のケースを想定し
うる。また、当該構造内深くのリンクルは表面から全く視覚的に見ることができない。リ
ンクルを特定し定量化するための超音波方法が開発されている。しかし、超音波方法の主
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な欠点は、当該方法はリンクルの下を「見る」ことができず（当該構造の背面側にはアク
セスできない）、したがって、「良好な」材料の量が未知であるという点である。したが
って、その最大ピークから背面へのリンクルの最大厚みを仮定しなければならないかもし
れない。この結果、過度に控えめな強度予測のノックダウン、および、不要で高価な修理
となりうる。当該超音波方法の別の欠点は一般に、データを収集するのに長時間かかると
いうことである。別の検査方法を通じて当該プロセスを高速化し、依然としてリンクルの
サイズを特定および／または定量化するための手段が利用可能であるならば、これは有利
であるはずである。特に、機体および機体部を製造するためのプロセスは、リンクルを検
出し定量化するための広範囲の方法から利益を得ることができよう。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本明細書で開示する発明特定事項は赤外線撮像データを処理することによって複合構造
物内のリンクルを特定し定量化するための方法に関する。赤外線カメラの視野内の全ての
画素に対する温度対時間のプロフィールが計算され、熱痕跡の生成を可能とする。試験中
の部分の熱痕跡を既知のサイズと形状のリンクルを有する類似部分を表す参照基準の熱痕
跡と比較することによって、リンクルの存在を検出することができる。当該リンクルの波
長を、赤外線画像を測定し伝達関数を適用することによって決定することができる。赤外
線サーモグラフィを用いて取得された形状情報が（品質予測のための）特定の品質因子に
到達しないかまたは不完全である場合、リンクル定量化ソフトウェアを実行する超音波配
列振動子プローブをリンクル領域上の位置に回転しスキャンすることができる。超音波撮
像データを赤外線撮像データと組み合わせて、リンクル形状の改善された定量化を可能と
することができる。
【０００６】
　赤外線カメラにより取得した赤外線撮像データを処理して、複合構造物内の内部欠陥、
特にリンクルを検出することができる。コンピュータ・システムを、少なくとも当該赤外
線撮像データに基づいてこれらのタイプの異常を特定し定量化するするようにプログラム
することができる。当該システムは、当該複合構造物の広い表面領域にわたってリンクル
を高速に検出し、特定された当該リンクルの次元パラメータを定量化するための検査デー
タを収集することができる。
【０００７】
　以下で詳細に開示するシステムおよび方法はフラッシュ・サーモグラフィ機器およびソ
フトウェアを定義された方法で適用して、リンクルを特定し測定する。赤外線カメラは、
印加された熱パルスが部品の表面に拡散した際に、表面温度を記録する。当該画像取得時
間は、試験中の材料の厚みおよび熱特性にマッチするように調節される。視野内の全ての
画素に対する温度対時間のプロフィールが計算され、熱痕跡の生成を可能とする。当該部
品の熱痕跡を既知のサイズと形状のリンクルを有する類似部分を表す基準の熱痕跡と比較
することによって、リンクルの存在を検出することができる。例えば、熱痕跡が、温度対
時間の対数の一次導関数（即ち、ｄ［ｌｎ（Ｔ）］／ｄ［ｌｎ（ｔ）］）に基づいてもよ
い。幾つかの実施形態によれば、熱画像は、二次導関数（即ち、ｄ２［ｌｎ（Ｔ）］／ｄ
２［ｌｎ（ｔ）］）に関連する強度により生成された画像を参照し、ハイパス・フィルタ
を当該画像に適用することによって強化される。
【０００８】
　リンクルの波長を、赤外線画像を測定し補正因子（以降、「伝達関数」と称する）を適
用することにより決定することができる。赤外線サーモグラフィを用いて取得された形状
情報が（品質予測のための）特定の品質因子に到達しないかまたは不完全である場合、リ
ンクル定量化ソフトウェアを実行する超音波配列振動子プローブをリンクル領域上の位置
に回転しスキャンすることができる。超音波撮像データを赤外線撮像データと組み合わせ
て、リンクル形状の改善された定量化を可能とすることができる（赤外線撮像データは、
超音波撮像データが提供できないリンクルの下では良好な材料の量に関する情報を提供で
きないかもしれない）。当該情報を、方位情報とともに、標準規格を用いた有限要素ベー
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スの応力モデル向けプラグインに、または、応力分析者に送信して、検査されたワークピ
ースまたは部品の性能に及ぼすリンクルの影響を決定することができる。
【０００９】
　一旦、領域が応力モデルへの入力に対して完全に特徴付けられると、赤外線サーモグラ
フィ・システムを、検査すべき次の領域に移動させることができる。当該プロセスにおけ
るステップを、複合構造物全体が検査されるまで、または、適切な範囲内の厚みを有する
構造が検査されるまで、領域ごとに繰り返すことができる。
【００１０】
　以下で詳細に開示する発明特定事項の１態様は、複合構造物を検査するための方法であ
って、（ａ）赤外線カメラを、当該赤外線カメラの視野が当該複合構造物の表面上の検査
領域を包含する位置に移動させるステップと、（ｂ）少なくとも１つの閃光灯を起動して
、当該検査領域の少なくとも一部を照らす光を出力するステップと、（ｃ）当該赤外線カ
メラを起動して、当該赤外線カメラの視野が少なくとも当該検査領域を包含する間に赤外
線撮像データを取得するステップと、（ｄ）当該赤外線撮像データを処理して熱痕跡を生
成するステップと、（ｅ）熱痕跡が、指定された閾値内で、基準データベースに格納され
た多数の基準熱痕跡の何れか１つに類似するか否かを判定するステップであって、当該基
準熱痕跡はリンクルの存在を示す１つまたは複数の特性を有する、ステップとを含む、方
法である。ステップ（ｄ）が、時間にわたる当該赤外線撮像データの一次導関数または二
次導関数を計算するステップを含んでもよい。当該複合構造物は、熱痕跡が指定された閾
値内で当該基準熱痕跡の何れか１つと類似しない場合に、受理される。
【００１１】
　先行する段落で説明した方法が、（ｆ）当該検査領域の表面下のリンクルの存在を示す
赤外線撮像データを用いてリンクルの波長を測定するステップと、（ｇ）当該指定された
閾値内において、ステップ（ｄ）で生成された熱痕跡に類似する基準熱痕跡に対応する基
準データベースから伝達関数を取り出すステップと、（ｈ）当該取り出した伝達関数を当
該測定された波長に適用して、当該リンクルの実際の波長を推定するステップであって、
ステップ（ｆ）乃至（ｈ）は、熱痕跡が指定された閾値内で当該基準熱痕跡の何れか１つ
に類似する場合に実施される、ステップとをさらに含んでもよい。当該方法が、（ｉ）超
音波配列振動子を、当該超音波配列振動子が当該複合構造物の表面上の当該検査領域をス
キャンできる位置に移動させるステップと、（ｊ）当該超音波配列振動子を起動して、超
音波を当該検査領域内の複合構造物に送信するステップと、（ｋ）当該検査領域から返さ
れた超音波エコーを表す超音波撮像データを取得するステップと、（ｌ）当該リンクルの
実際の振幅を当該超音波撮像データに基づいて推定するステップと、（ｍ）リンクルの波
長振幅比を、当該リンクルの当該推定された実際の波長および推定された実際の振幅を用
いて計算するステップと、（ｎ）ステップ（ｍ）で計算した当該リンクル波長振幅比が許
容可能範囲外にあるか否かを判定するステップとをさらに含んでもよい。この場合、当該
複合構造物は当該リンクル波長振幅比が当該許容可能範囲外にない場合に受理され、当該
リンクル波長振幅比が当該許容可能範囲外にある場合には拒絶される。当該リンクル波長
振幅比を、方位情報とともに、応力モデルに入力して、当該複合構造物の性能に及ぼす当
該リンクルの影響をモデル化することができる。
【００１２】
　以下で詳細に開示する発明特定事項の別の態様は、複合構造物を検査するための方法で
あって、（ａ）赤外線撮像データを、当該複合構造物の表面上の検査された領域から、赤
外線カメラを用いて取得するステップであって、当該赤外線撮像データは当該検査領域の
表面下のリンクルの存在を示す、ステップと、（ｂ）当該赤外線撮像データを処理して、
当該検査領域内の当該複合構造物の表面下の当該リンクルの第１のリンクル次元パラメー
タの値を処理するステップと、（ｃ）ステップ（ａ）に続いて、超音波撮像データを、当
該複合構造物の表面上の当該検査領域から、超音波配列振動子を用いて取得するステップ
と、（ｄ）当該超音波撮像データを処理して、当該検査領域内の当該複合構造物の表面下
のリンクルの第２のリンクル次元パラメータの値を推定するステップと、（ｅ）当該第１



(7) JP 6876407 B2 2021.5.26

10

20

30

40

50

のリンクル次元パラメータおよび第２のリンクル次元パラメータの関数であるリンクル・
パラメータの値を計算するステップと、（ｆ）ステップ（ｅ）で計算された当該リンクル
・パラメータの値が値の許容可能範囲の内部または外部にあるかどうかに応じて、当該複
合構造物のステータスを決定するステップとを含む、方法である。幾つかの実施形態では
、当該第１のリンクル次元パラメータはリンクル波長であり、当該第２のリンクル次元パ
ラメータはリンクル振幅であり、当該リンクル・パラメータはリンクル波長とリンクル振
幅の比である。
【００１３】
　以下で詳細に開示する発明特定事項のさらなる態様は、複合材料から作製され厚みを有
する複合構造物内の特徴を測定するための方法であって、（ａ）検査すべき当該複合構造
物と同一の複合材料から作製され同一の厚みを有する多数の参照基準で測定されたリンク
ル波長に真のリンクル波長を関連付ける伝達関数を含む基準データベースを確立するステ
ップであって、当該基準データベースはさらに、伝達関数ごとに、当該多数の参照基準に
おけるリンクルの少なくとも既知の深度、振幅および波長を表す関連付けられたリンクル
次元データを含む、ステップと、（ｂ）少なくとも１つの閃光灯を起動して、当該複合構
造物の表面上の領域を照らす光を出力するステップと、（ｃ）赤外線カメラを起動して、
ステップ（ｂ）で照らされた当該領域の少なくとも一部における、当該複合構造物の表面
の温度を表す赤外線撮像データを取得するステップと、（ｄ）当該赤外線撮像データを処
理して、当該照らされた領域の少なくとも一部の下方にある当該複合構造物の一部におけ
るリンクルの存在を特定するステップと、（ｅ）当該複合構造物のリンクル部分および周
囲の非リンクル部分の間で最大コントラストを得るのに必要な時間を測定するステップと
、（ｆ）当該赤外線撮像データにより画像化されたリンクルの波長を測定するステップと
、（ｇ）ステップ（ｅ）で測定した時間に基づいて当該リンクル部分の深度を推定するス
テップと、（ｈ）当該推定された深度および当該測定された波長を用いて、伝達関数を当
該基準データベースから取り出すステップと、（ｉ）当該取り出した伝達関数を当該測定
された波長に適用して、当該複合構造物の当該リンクル部分におけるリンクルの実際の波
長を推定するステップとを含む、方法である。この方法が、（ｊ）超音波配列振動子を起
動して超音波を当該複合構造物の当該リンクル部分に送信するステップと、（ｋ）当該複
合構造物の一部から返された超音波エコーを表す超音波撮像データを取得するステップと
、（ｌ）当該リンクルの実際の振幅を当該超音波撮像データに基づいて推定するステップ
と、（ｍ）リンクルの波長振幅比を、当該リンクルの当該推定された実際の波長および推
定された実際の振幅を用いて計算するステップと、（ｎ）ステップ（ｍ）で計算した当該
リンクル波長振幅比が許容可能範囲外にあるか否かを判定するステップとをさらに含んで
もよい。
【００１４】
　本明細書で開示する赤外線サーモグラフィ（ＩＲＴ）技術が提供する利点の幾つかには
、非常に高速な（配列ベースの超音波検査よりも高速な）検査、リンクルの下方を見て「
良好な」材料を定量化し、それによりノックダウン因子を減らしより多くの材料を購入す
る能力が含まれ、ＩＲＴを使用して、部品の厚みがＩＲＴ有効範囲内（１／４程度まで）
にある幾つかのケースにおいて超音波試験を置き換えることができる。さらに、ＩＲＴお
よび超音波検査は、（リンクルおよび他の複合欠陥を特定する）非常に高速なベースライ
ン・スキャンを提供するためのタンデム－ＩＲＴ、およびリンクル領域のフォローアップ
の、より低速な、より詳細なスキャンのための局所超音波スキャンで動作することができ
る。
【００１５】
　赤外線サーモグラフィを使用して複合構造物内のリンクルを特徴付けるためのシステム
および方法の他の態様を以下で説明する。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】機体部の熱画像のためのシステムの幾つかの構成要素を特定するためのブロック
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図である。
【図２】１実施形態に従う複数のロボットを有する赤外線サーモグラフィ検査システムに
より検査されているフルバレルの機体部の等角図を表す図である。レーザ追跡器は、当該
機体部と当該ロボット・ベースに取り付けられた光学ターゲットを用いて、当該機体部に
対する当該ロボットの位置を決定する。
【図３】熱パルスへの露出の後の、２つの複合パネルに対する強度（即ち、表面温度）と
（対数スケールを用いた）時間のグラフを示す図である。
【図３Ａ】熱パルスへの露出の後の、典型的な複合パネルの表面温度の対数と当該時間の
対数のグラフを示す図である。
【図３Ｂ】図３Ａで提供した当該表面温度の対数の当該一次導関数と当該時間の対数のグ
ラフを示す図である。
【図３Ｃ】図３Ａで提供した当該表面温度の対数の当該二次導関数と当該時間の対数のグ
ラフを示す図である。
【図４Ａ】リンクル複合試料の生の赤外線画像を示す図である。
【図４Ｂ】図４Ａに示す当該生の赤外線画像がハイパス・フィルタされたときの結果を示
す図である。
【図４Ｃ】図４Ａに示す当該生の赤外線画像が一次導関数処理を受けたときの結果を示す
図である。
【図４Ｄ】図４Ｃに示す当該一次導関数赤外線画像がハイパス・フィルタされたときの結
果を示す図である。
【図４Ｅ】図４Ｃに示す当該一次導関数赤外線画像が二次導関数処理を受けたときの結果
を示す図である。
【図４Ｆ】図４Ｅに示す当該二次導関数赤外線画像がハイパス・フィルタされたときの結
果を示す図である。
【図５Ａ】図４Ａに示す当該生の赤外線画像が二次導関数処理およびハイパス・フィルタ
を受けたときの結果を示す図である。
【図５Ｂ】図４Ａに示す当該生の赤外線画像を有する同一のリンクル複合試料の超音波画
像を示す図である。
【図６】図５Ａに示す当該赤外線画像および図５Ｂに示す当該超音波画像からの個々のク
ーポンのインタリーブ型の組合せを示す図である。当該個々のクーポンは、それぞれを他
方の上にして、直接比較される。
【図７Ａ】当該リンクルフリーの領域に対応する全ての画素に対する複合パネルのリンク
ルフリーの領域内の表面温度の当該一次導関数と（対数スケールを用いた）時間のグラフ
の表示を含むディスプレイ・モニタからのスクリーンショットの図である。当該結果を「
無リンクル・シグネチャ」と称する。（図７Ａ－７Ｃからは明らかではないが、実際には
かかるシグネチャを色で表示してもよい。）
【図７Ｂ】リンクル領域に対応する全ての画素に対する同一の複合パネルのリンクル領域
内の表面温度の当該一次導関数と（対数スケールを用いた）時間のグラフを含むディスプ
レイ・モニタからのスクリーンショットを示す図である。当該結果を本明細書では「リン
クル・シグネチャ」と称する。
【図７Ｃ】当該リンクルおよびリンクルフリーのシグネチャが自動欠陥認識のために重ね
合されるときの（対数スケールを用いた）当該表面温度の当該一次導関数対時間のグラフ
を含むディスプレイ・モニタからのスクリーンショットを示す図である。
【図８】幾つかの実施形態に従う赤外線サーモグラフィ検査のための方法のステップを示
す流れ図である。
【図９】幾つかの実施形態に従う大規模複合構造物の非破壊検査のためのシステムの幾つ
かの構成要素を示すブロック図である。
【図１０】航空機生産およびサービス方法の流れ図である。
【図１１】航空機のシステムを示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
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【００１７】
　以下では図面を参照する。図面においては、異なる図面における同様な要素が同一の参
照番号をもつ。
【００１８】
　例示の目的のため、複合構造物内のリンクルの非常に高速な識別および定量化を可能と
するソフトウェア・ツールを用いた、複合材料から作製された構造（例えば、ファイバ強
化プラスチックから作製された複合積層材）のアクティブな（即ち、パルス化された）赤
外線サーモグラフィ検査および収集されたサーモグラフィック・データの分析のためのシ
ステムおよび方法を詳細に説明する。かかるシステムおよび方法は、大規模複合構造物（
例えば、複合材料から作製された曲がった円筒形風のワークピース）の高速な赤外線サー
モグラフィ検査を実現することができる。例示の目的のため、複合材料から作製されたバ
レル形の（例えば、ハーフまたはフルバレルの）機体部の赤外線サーモグラフィ検査のた
めのシステムおよび方法を以下で詳細に開示する。しかし、本明細書で開示する装置を機
体部以外の大規模複合構造物の赤外線サーモグラフィ検査で使用できることは理解される
べきである。
【００１９】
　以下で詳細に開示する実施形態によれば、検査装置は閃光灯および赤外線カメラを備え
る。これらは、非接触、非伝達方式で大規模複合構造物をサーモグラフィカルに検査する
ために使用される。当該閃光灯および赤外線カメラを、トラックに沿って移動する１つま
たは複数のロボットにより支持してもよい。本明細書で使用する際、「トラック」という
用語はレール、グローブ、ガイド面、およびそれらの均等物を包含する。トラックが、直
線（即ち、線形）または曲線であってもよい。代替手段では、当該閃光灯および赤外線カ
メラを、移動ガントリ（即ち、複合構造物に跨り並列なトラックに沿って走るプラットフ
ォーム）に搭載することができる。この方式では、サーモグラフィック・ハードウェア（
閃光灯および赤外線カメラ）を、複合構造物の表面に沿って移動させて、部品全体の検査
に対するアクセスを保証することができる。
【００２０】
　赤外線サーモグラフィの方法および装置は、材料の非破壊検査を実施して、欠陥、当該
材料の特性の変動、または当該材料のコーティングまたは層の厚みの差異を検出すること
を可能とすることができる。赤外線撮像は、当該材料の表面上またはその下方の熱拡散性
または熱伝導性の局所変動を検出することができる。
【００２１】
　アクティブなサーモグラフィは、サブサーフェス欠陥に関するサンプルを非破壊的に評
価するために使用される。内部結合不連続性、層間剥離、空隙、インクルージョン、およ
び当該サンプルの視覚的検査により検出可能な他の構造的欠陥を暴露するのに有用である
。一般に、アクティブなサーモグラフィは、当該サンプルの温度および周辺温度の間の差
異を生成するために当該サンプルを加熱または冷却し、次いで、当該サンプルの温度が周
辺温度に戻ったときに当該サンプルから発せられる赤外線熱画像を観察することを含む。
赤外線カメラは、冷却挙動における何らかの異常を検出できるので利用される。当該異常
は、当該サンプルの表面から当該サンプルの内部への熱の拡散を防止するサブサーフェス
欠陥によりもたらされる。より具体的には、これらの欠陥は、当該欠陥の直上の表面を、
周囲の無欠陥領域と異なる割合で冷却させる。当該サンプルが冷却すると、赤外線カメラ
は、表面温度を示す画像時間シーケンスを監視し記録し、それにより時間にわたる当該表
面温度の変化の記録を作成する。
【００２２】
　一般的に、材料の表面は、閃光灯を用いて加熱され、固定期間の後、熱画像が加熱され
た材料の表面で取得される。サーモグラフィック加熱のためのシステムは一般的にサンプ
ル励起のためにキセノン・フラッシュチューブおよび既製品フォトグラフィック電源を使
用する。赤外線カメラは赤外線放射輝度を材料の表面から画像化する。当該赤外線放射輝
度は、材料の表面の温度を表す。材料の表面の温度の差異は、当該材料の異なる熱特性を
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示す。当該材料の熱特性におけるこれらの変動は、材料欠陥があり得ること、または、外
部の材料を含むことを示す。
【００２３】
　赤外線シグネチャ処理に必要な構造的厚みおよび積層形状は、機体部表面の赤外線カメ
ラの視野の正確な位置を知ることで得られる。
【００２４】
　図１は、機体部２の熱画像のためのシステムの幾つかの構成要素を特定するためのブロ
ック図である。この赤外線サーモグラフィ検査システムは、フード１２内のカメラレンズ
開口部５を通じて指向されるレンズを有するデジタル赤外線カメラ４を備える。フード１
２は、検査されている表面に隣接するフード付きエンクロージャを形成するように設計さ
れる。１組の閃光灯６ａおよび６ｂが、フード１２内部に固定された空間関係で配置され
る。閃光灯６ａおよび６ｂは、赤外線サーモグラフィ・コンピュータ８からのトリガ信号
に応答して光の閃光を生成する。赤外線サーモグラフィ・コンピュータ８はまた、赤外線
カメラ４の動作を制御する。本明細書で開示した実施形態の少なくとも幾つかとともに使
用するのに適した赤外線カメラ４のタイプの１例には、スペクトル放射計として動作する
ように構成された焦点面配列装置が含まれる。赤外線カメラを含むタイプの閃光灯部品に
含まれ得る他の構成要素に関するさらなる詳細については、１組の閃光灯およびフードを
例えば特許文献１に見出すことができる。
【００２５】
　サーモグラフィック検査の１方法によれば、第１の閃光灯６ａおよび６ｂは、機体部２
の複合材料に熱を伝達するようにトリガされる。好適には、複合材料の冷却の間に、赤外
線カメラ４は、機体部２の加熱された一部の可変放射輝度の連続するデジタル画像を取得
するように定期的にトリガされる。好適には、サンプルがその周囲との熱平衡に到達する
まで、励起源が除去された後に、検査されている複合材料の熱的に励起（加熱）された領
域は単調に冷却される。加熱直後の時間間隔の間に複合材料の表面上の任意の点の熱応答
は、無欠陥サンプルの温度時間応答の自然対数が、サンプルが冷却されたとき、直線によ
り近似できる関数であるように劣化する。
【００２６】
　赤外線カメラ４により捕捉されたデジタル赤外線撮像データは、処理するために赤外線
サーモグラフィ・コンピュータ８により受信される。赤外線サーモグラフィ・コンピュー
タ８は、赤外線撮像データを処理して材料の異常を検出し特定するようにプログラムされ
る。当該赤外線撮像データを、ディスプレイ・モニタ（図１では図示せず）に表示しても
よい。当該ディスプレイ・モニタを、赤外線サーモグラフィ・コンピュータ８に統合して
もよく、または、赤外線サーモグラフィ・コンピュータ８から分離してもよい。
【００２７】
　図１に示す実施形態によれば、赤外線サーモグラフィ・コンピュータ８が、赤外線撮像
データを赤外線カメラ４から、赤外線サーモグラフィ・コンピュータ８により分析して数
学的に操作できるフォーマットに変換するためのデジタル画像取得能力を有してもよい。
オプションのデータ取得モジュール１０を、赤外線サーモグラフィ・コンピュータ８に組
み込むか、または、（図１に示すように）赤外線サーモグラフィ・コンピュータ８から分
離してもよい。赤外線カメラ４が複数の空間的に異なる画像を取得して複合構造物の表面
の完全なモザイク画像を生成する場合、後者も単一の画像フレームに適合させるには大き
すぎるとき、データ取得モジュール１０を使用してもよい。赤外線サーモグラフィ・コン
ピュータ８をさらに、赤外線カメラ４により取得された赤外線撮像データを分析するよう
にプログラムしてもよい。特に、機体部２の表面温度応答の時間履歴を、それが室温に戻
ったとき、分析して複合材料内の欠陥の存在を検出することができる。
【００２８】
　機体部を検査する特定のアプリケーションの文脈において、非破壊検査システムが、当
該機体部の外部の観点から機体部の表面をスキャンするための手段と、当該機体部の内部
に取り付けたスティッフナのような部分構造をスキャンするための手段とを備えてもよい
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。機体部の内部にあるスティッフナをスキャンするための手段を、当該機体部の外部をス
キャンする手段とともに連携して並列に動作させることができる。代替手段では、外部お
よび内部のスキャンを異なる時点および／または異なる場所で実施することができる。当
該機体部を、スティッフナが取り付けられる前または後に外部的にスキャンすることがで
きる。以下で開示する実施形態では、当該内部スキャン手段は超音波配列振動子を含み、
当該外部スキャン手段は赤外線カメラを含む。
【００２９】
　図２は、フルバレルの機体部５０が、１実施形態に従う赤外線サーモグラフィ・アセン
ブリを具備した複数のロボット６４を備える非破壊検査システムにより検査されることを
示す。各ロボット６４は、可動のロボット・ベース６６とロボット・ベース６６に接続さ
れる近位端を有する連結式ロボット・アーム６８とを備える。各ロボット・ベース６６を
、可動ホロノミック・キャタピラ自動車に搭載するか、または、線形トラック（図２では
図示せず）に接続してもよい。夫々の赤外線サーモグラフィ部品は各ロボット・アーム６
８の遠位端に接続される。各赤外線サーモグラフィ部品は、フード１２内部に取り付けら
れた赤外線カメラ４および２つ以上の閃光灯６を備える。各フード１２のサイズを、機体
部５０の外面５２上の夫々の平方領域５６をカバーするように決めてもよい。隣接する平
方領域５６から取得した赤外線撮像データを、レーザ追跡器２４を用いたロボット・ベー
ス６６の夫々の位置の測定およびロボット６４に組み込んだエンコーダを用いたロボット
・アーム６８の夫々の動きに基づいて、繋げることができる。スティッチング６０プロセ
スをリアルタイムに実施するか、または、後に実施してもよい。
【００３０】
　１実施形態によれば、レーザ追跡器２４は、機体部５０に対するロボット・ベース６６
の位置を決定するために使用される。これは、ロボット・ベース６６に取り付けた光学タ
ーゲット７５および機体部５０に取り付けた光学ターゲット７６を用いて実現される。光
学ターゲット７６を逆反射体に球状に搭載してもよく、これを後に詳細に説明する。光学
ターゲット７６を、機体部５０の外面５２に関する所定の位置に形成した穴に挿入しても
よい。機体部５０内の穴が、決定部品座標システムのような部分参照システムの構成要素
であってもよく、部品が、（当該部品が部品ツールに参照されるのではなく）互いに参照
される。当該部品参照システムは穴の各々の位置を３次元で適切にインデックス化する。
【００３１】
　図２に示すシステムを使用して、複合材料の内部構造の特性を表す赤外線撮像データを
取得することができる。当該取得された赤外線撮像データを以下の式
【００３２】
【数１】

【００３３】
　を用いて異なる方式で処理することができる。Ｔは表面温度であり、ｔは時間であり、
ｅは熱流に対する熱浸透率または抵抗であり、Ｑは入力エネルギであり、ｋは熱伝導性で
あり、ρは密度であり、Ｃは熱容量である。低い熱浸透率は熱が材料（例えば、金属）を
迅速に拡散し、その結果、当該材料の厚みにわたる温度変化が小さいことを意味し、高い
熱浸透率は、熱が当該材料（例えば、複合材）を低速に拡散し、その結果、当該材料の厚
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みにわたる温度変化が大きいことを意味する。
【００３４】
　図３は、熱パルスへの露出の後の２つの複合パネル・サンプルに対する強度（即ち、表
面温度）と（対数スケールを用いた）時間のグラフである。－０．５の勾配からの途切れ
は熱の拡散が界面に到達したことを示す。当該材料の厚みＬを、その途切れが生ずる時間
ｔ＊に基づいて以下の式
【００３５】
【数２】

【００３６】
　を用いて計算することができる。αは熱拡散性または熱流速である（α＝ｋ／ρＣ）。
【００３７】
　図３Ａは、熱パルスへの露出の後の典型的な複合パネルの表面温度の対数と時間の対数
のグラフである。図３Ｂは図３Ａで提供した表面温度の対数の一次導関数と時間の対数の
グラフである。図３Ｃは図３Ａで提供した表面温度の対数の二次導関数と時間の対数のグ
ラフである。これらの曲線は、赤外線サーモグラフィ中に熱パルスに露出された表面領域
の下方にある複合材料がリンクルを含むときに広がる。
【００３８】
　図４Ａ乃至４Ｆは、リンクル複合試料から取得された赤外線撮像データを表す。データ
は、Ｔｈｅｒｍａｌ　Ｗａｖｅ　Ｉｍａｇｉｎｇ社（ミシガン州ファーンデール）から利
用可能な赤外線カメラのような赤外線撮像カメラで収集されたものである。Ｔｈｅｒｍａ
ｌ　Ｗａｖｅ　Ｉｍａｇｉｎｇ赤外線カメラにより収集されたデータが、既知のサーモグ
ラフィック信号再構築（ＴＳＲ「登録商標」）方法を用いて処理してもよい。図４Ａ乃至
４Ｆに示す画像は、赤外線サーモグラフィを用いてリンクルを非常に高速に検出可能であ
ることを示す。図４Ａは、リンクル複合試料の生の赤外線画像である。図４Ｂは、図４Ａ
に示す生の赤外線画像がハイパス・フィルタされたときの結果を示す。図４Ｃは、図４Ａ
に示す生の赤外線画像が一次導関数処理を受けたときの結果を示す。図４Ｄは、図４Ｃに
示す一次導関数の赤外線画像がハイパス・フィルタされたときの結果を示す。図４Ｅは、
図４Ｃに示す一次導関数の赤外線画像が二次導関数処理を受けるときの結果を示す。図４
Ｆは、図４Ｅに示す二次導関数の赤外線画像がハイパス・フィルタされたときの結果を示
す。
【００３９】
　図５Ａおよび５Ｂは、ハイパス・フィルタを用いて取得した赤外線画像が超音波画像と
比較可能であることを示す。図５Ａは、図４Ａに示す生の赤外線画像が二次導関数処理さ
れハイパス・フィルタされたときの結果を示す。図５Ｂは、同一のリンクル複合試料の超
音波画像である。したがって、高速な赤外線サーモグラフィ検査技術を使用して、リンク
ルが見つかった場合のみ、より低速な超音波検査技術を用いた局所フォローアップととも
に、リンクルを特定することができる。
【００４０】
　図６はまた、ハイパス・フィルタを用いて取得された赤外線画像が超音波画像と比較可
能であることを示す。図６は、図５Ａに示す赤外線画像および図５Ｂに示す超音波画像か
らの個々のクーポンのインタリーブ型の組合せである。当該個々のクーポンは、それぞれ
を他方の上にして、直接比較される。
【００４１】
　リンクルを複合部分の両側（ＯＭＬおよびＩＭＬ）から画像化することができる。一方
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の側の高い強度は反対側の低い強度に対応する。リンクル・ピークにはより低温の温度測
定値があり、リンクル・ピークではより高いファイバ／樹脂比率があり、リンクルの谷に
はより高温の温度測定値があり、リンクルの谷にはより低いファイバ／樹脂比率がある。
【００４２】
　既製品ソフトウェアを修正して、赤外線画像内のリンクル兆候の存在を高速かつ自動的
に示すために使用できる熱痕跡を生成することでリンクルを発見し、次いで、当該取得さ
れた熱痕跡を基準データベースに格納された基準熱痕跡と比較することによってこれらの
リンクルを発見し定量化するためのプロセスを開始するための検索ルーチンを実施するこ
とができる。当該基準データベースが存在するハードウェアは非一時的な有形のコンピュ
ータ可読媒体である。
【００４３】
　図７Ａは、リンクルフリーの領域に対応する全ての画素に対する複合パネルのリンクル
フリーの領域内の表面温度の一次導関数と（対数スケールを用いた）フレーム数のグラフ
の表示を含むディスプレイ・モニタからのスクリーンショットであり、当該結果を本明細
書では「無リンクル・シグネチャ」と称する（図７Ａ乃至７Ｃからは明らかではないが、
実際にはかかるシグネチャを色で表示してもよい）。
【００４４】
　図７Ｂは、リンクル領域に対応する全ての画素に対する同一の複合パネルのリンクル領
域内の表面温度の一次導関数と（対数スケールを用いた）フレーム数のグラフを含むディ
スプレイ・モニタからのスクリーンショットであり、当該結果を本明細書では「リンクル
・シグネチャ」と称する。
【００４５】
　図７Ｃは、リンクルおよびリンクルフリーのシグネチャが自動欠陥認識のために重ね合
されるときの表面温度の一次導関数と（対数スケールを用いた）フレーム数のグラフを含
むディスプレイ・モニタからのスクリーンショットである。
【００４６】
　図７Ａ乃至７Ｃの各々において、水平軸は、閃光灯を起動した後に取得された画像フレ
ームの数である。フレームを、カメラのフレーム・レートを分割することにより時間に変
換することができる。典型的なフレーム・レートは６０または１２０Ｈｚであるが、長い
試験時間を許可する必要がある場合には変更することができる。図７Ｃに示すリンクル／
無リンクル・シグネチャの重ね合せは、これらの２つの関心領域が結合されるときに生ず
る。自動欠陥認識の目的のため、無リンクル・シグネチャを見ることを期待するであろう
。当該リンクル・シグネチャが発生した場合、試験下の複合部品内のリンクルが存在する
ことは明らかである。
【００４７】
　複合材料内のリンクルを検出し特徴付ける１つの方法は、赤外線サーモグラフィ検査お
よび超音波検査の組合せを使用する。先ず、赤外線サーモグラフィを使用して、熱痕跡を
用いてリンクルの存在を特定することができる。当該リンクルの波長を、赤外線画像処理
を用いて測定することができる。サーモグラフィは、波長を測定できるが、振幅を測定す
ることはできない。したがって、高速なサーモグラフィ検出を行う場合、より時間を消費
する特殊超音波スキャンを実施して振幅を評価することができる。より具体的には、赤外
線サーモグラフィを用いて一旦リンクルを有する領域が特定され、当該リンクルの波長が
推定されると、超音波配列振動子を使用して、特定された関心領域をスキャンして当該リ
ンクルの振幅を含む超音波撮像データを取得することができる。
【００４８】
　赤外線カメラにより取得した赤外線撮像データを処理して、複合構造物内の内部欠陥、
特にリンクルを検出することができる。コンピュータ・システムを、少なくとも当該赤外
線撮像データに基づいてこれらのタイプの異常を特定し定量化するするようにプログラム
することができる。当該システムは、当該複合構造物の広い表面領域にわたってリンクル
を高速に検出し、特定された当該リンクルの次元パラメータを定量化するための、赤外線
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撮像データを収集することができる。
【００４９】
　以下で詳細に開示するシステムおよび方法では、フラッシュ・サーモグラフィ機器およ
びソフトウェア（例えば、ミシガン州ファーンデールのＴｈｅｒｍａｌ　Ｗａｖｅ　Ｉｍ
ａｇｉｎｇ社から入手可能なソフトウェア）を様々な方法で適用して、リンクルを特定し
測定する。赤外線カメラは、印加された熱パルスが部品の表面に拡散した際に表面温度を
記録する。画像の取得時間は、試験中の材料の厚みおよび熱特性にマッチするように調節
される。視野内の全ての画素に対する温度対時間のプロフィールが計算され、熱痕跡の生
成を可能とする。試験中の部分の熱痕跡を、リンクルを有する同様な部分を表す基準の熱
痕跡と比較することによって、リンクルの存在を検出することができる。例えば、熱痕跡
が、当該部品の表面上の選択された領域内の画素ごとの温度対時間の対数の一次導関数（
即ち、ｄ［ｌｎ（Ｔ）］／ｄ［ｌｎ（ｔ）］）に基づいてもよい。幾つかの実施形態によ
れば、熱画像は、二次導関数（即ち、ｄ２［ｌｎ（Ｔ）］／ｄ２［ｌｎ（ｔ）］）に関連
する強度により生成された画像を参照し、ハイパス・フィルタを当該画像に適用すること
によって適用することによって強化される。
【００５０】
　リンクル波長を、赤外線画像を測定し、（より厚い複合部品内の熱データの熱損失また
は不鮮明化のような）測定されている複合部分の構成の任意の効果を説明する補正因子（
以降、「伝達関数」と称する）を適用するにより決定することができる。赤外線サーモグ
ラフィを用いて取得された形状情報が（品質予測のための）特定の品質因子に到達しない
かまたは不完全である場合またはさらに定量化する必要がある場合、リンクル定量化ソフ
トウェアを実行する超音波配列振動子プローブをリンクル領域上の位置に回転しスキャン
することができる。当該超音波撮像データを赤外線撮像データと組み合わせて、リンクル
形状の改善された定量化を可能とすることができる。（赤外線撮像データは、超音波撮像
データが提供できないリンクルのもとで良好な材料の量に関する情報を提供できないかも
しれない）。より具体的には、超音波検査を使用して、赤外線サーモグラフィを用いて以
前に決定されたリンクルの３Ｄモデルを表すデジタル・データを生成することができる。
当該リンクルの振幅Ｄを、当該３Ｄモデルに基づいて決定することができる。次いで、リ
ンクル線に沿った比率Ｌ／Ｄを推定することができる。当該情報を、方位情報とともに、
標準規格を用いた有限要素ベースの応力モデル向けプラグインに、または、応力分析者に
送信して、検査されたワークピースまたは部品の性能に及ぼすリンクルの影響を決定する
ことができる。
【００５１】
　リンクルの振幅（即ち、高さ）を推定するために使用できる所謂「熱Ｂスキャン」画像
を生成することも可能である。当該熱Ｂスキャンを、リンクルの下方に「良好な」材料が
あることの指示を自動的にチェックすることができる。この情報を用いて、リンクルの振
幅Ｄおよびリンクルの厚みＴ（即ち、方向がずれた複合積層材のプライの数）を推定する
ことができてもよい。
【００５２】
　一旦、領域が応力モデルへの入力に対して完全に特徴付けられると、赤外線サーモグラ
フィ・システムを、検査すべき次の領域に移動させることができる。当該プロセスにおけ
るステップを、複合構造物全体が検査されるまで、または、適切な範囲内の厚みを有する
構造が検査されるまで、領域ごとに繰り返すことができる。
【００５３】
　幾つかの実施形態によれば、ＩＲＴリンクル波長測定プロセスは、既知のサイズと形状
のリンクルを有する異なる既知の厚みの複合材料から取得された夫々の組の標準熱痕跡を
備える標準熱痕跡データベースを使用する。好適には、既知の寸法（即ち、既知の波長、
振幅、厚み、および深度）の人工リンクルを有する複合材料の参照基準を製造することが
できる。代替手段では、リンクルの範囲を生産から収集することができる。
【００５４】
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　図８は、幾つかの実施形態に従う赤外線サーモグラフィ検査に対する方法１００のステ
ップを特定する流れ図である。検査を開始する前に、例えば、プログラムされた（即ち、
既知の）振幅および波長のリンクルを有する参照基準を製造することによって、または、
生産サンプルを収集することによって、或る範囲の振幅、波長および深度のリンクルを有
する多数の参照基準を準備する（ステップ１０２）。代替手段では、リンクル標準がない
場合に、リンクルを有する検鏡試片部分を使用することができる。
【００５５】
　次いで、各参照基準を熱パルスで励起する（ステップ１０４）。各参照基準への熱の後
続の熱拡散を、赤外線画像を取得することによって監視する（ステップ１０６）。リンク
ルは熱流を混乱させる。材料の厚みは一定でありうるが、ファイバおよび局所化された樹
脂の内容の方位は、当該流れを異なる方法で混乱させる。ファイバの面外の歪みが赤外線
カメラにより監視される表面に最も近い位置では表面は冷たい。（リンクルに起因する）
樹脂プールが表面に最も近い位置では表面は熱い。生の赤外線画像が取得された後、当該
画像は基準データベースに格納される。多くの場合、当該生の赤外線撮像データが一次導
関数処理のような方法で処理されることが推奨される。さらに、一次導関数撮像データを
、二次導関数処理を用いて処理することができる。この撮像データの全てが基準データベ
ースに格納される。
【００５６】
　尚図８を参照すると、一次導関数撮像データまたは二次導関数撮像データの何れかを用
いて、各参照基準内のリンクルの波長を、画像処理ツールを用いて測定し、当該測定を周
知な方式で行う（ステップ１０８）。（好適には波長は、当該リンクル内の或る正のピー
クから別の正のピークに測定する）。リンクル試料の利用可能な範囲を使用して、最小検
出可能リンクル振幅および波長を定義することができる。面外の歪みは表面温度変動を生
じさせるには小さすぎるので、検出できない最小振幅がある。この振幅は検出可能な振幅
を設定する。最小振幅が検出閾値の上にある限り、必要なリンクルを検出し、残りを無視
することができる。ハイパス・フィルタを使用して、測定の間の波の細部を強化すること
ができる。
【００５７】
　測定データに基づいて、夫々の伝達関数を生成して、真の（即ち、既知の）リンクル波
長を参照基準ごとの測定された波長に関連付けることができる（ステップ１１０）。水平
熱伝達は（例えば、ＣＦＲＰファイバ方向の）部品の平面内に優先的に生ずるので、当該
伝達関数は表面からリンクルへの距離（即ち、リンクル深度）に依存する可能性が高い。
全ての伝達関数は基準データベースに格納される（ステップ１１２）。
【００５８】
　当該基準データベースが確立された後、ワークピースおよび複合材料から作製された部
品のＩＲＴ検査中に参照することができる。例示の目的のため、複合材料から作製された
パネルのＩＲＴ検査を説明する。当該参照基準を用いて収集した較正情報を使用してリン
クルを変位させ、当該リンクルが許容可能な限界を超えるかまたは超音波トランスデュー
サによるさらなる検査を保証するかを評価するのを除いて、当該パネルの検査は参照基準
に関する同一の手続きに従う。
【００５９】
　図８を再度参照すると、検査されるパネルを、閃光灯を起動することによって熱パルス
で励起する（ステップ１１４）。試験下のパネルへの熱拡散を次いで、時間にわたる連続
する赤外線画像を取得することによって監視する（ステップ１１６）。これらの生の赤外
線画像を、参照基準から取得された生の赤外線画像が、例えば、一次導関数処理および二
次導関数処理を用いて処理された同一の方式で処理することができる。一次導関数撮像デ
ータまたは二次導関数撮像データの何れかを用いて、各参照基準内のリンクルの波長を、
画像処理ツールを用いて測定し、当該測定を周知な方式で行う（ステップ１１８）。次い
で、伝達関数が試験下のパネルに適用されるかを判定する（ステップ１２０）。
【００６０】
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　深度が増大するとともに波長信号がファジーになることが期待される。リンクル領域お
よび周囲の非リンクル領域の間の最大コントラストを得るのに必要な時間を測定すること
で、当該リンクルの深度を推定することができる。当該深度情報により、どの伝達関数を
使用するかを、例えば、リンクル波長およびリンクル深度を、伝達関数をリンクル深度、
振幅および波長と相関付けるルックアップテーブルに入力することによって、判定するこ
とができる。
【００６１】
　パネル内のリンクルの測定された波長および推定された深度および選択された伝達関数
を用いて、当該パネル内の実際の（即ち、真の）リンクル波長を計算することができる。
所与のリンクル波長に対して、測定された波長は、表面からの距離を増大させる（即ち、
深度が増大させる）可能性が高い。例えば、当該パネル上のリンクル領域が高解像度超音
波検査を受けるべきか否かに関らず、実際のリンクル波長を使用して、試験下のパネルの
変位を決定することができる（ステップ１２２）。幾つかの場合では、赤外線サーモグラ
フィを用いて決定された実際のリンクル波長が、超音波検査の必要性なしに部品の変位を
決定するのに十分かもしれない。
【００６２】
　ＩＲＴ検査を定量的機能なしに使用する場合であっても、ＩＲＴシステムがリンクルの
パネルをスクリーニングする速度は、別々の高解像度超音波スキャンがリンクルの定量化
を支援するために実施される場合でも、それを有利にする（かかる高解像度超音波スキャ
ンは現在実施されず、従来の超音波スキャンはリンクルを検出できない）。現在利用可能
なＩＲＴ機器は、１６乃至３６平方フィートの視野を有し、取得時間は、検査すべきパネ
ルの最大厚みに依存し、検査時間は３０秒未満のオーダである。
【００６３】
　判定が行われた場合、パネルがリンクルを有する領域内の高解像度超音波検査を受ける
べきというＩＲＴ検査の結果に基づいて、超音波配列振動子を使用して、特定された関心
領域をスキャンし、超音波撮像データを取得することができる。超音波撮像データを処理
して、３次元モデリング技術を用いたリンクルの振幅を決定することができる。背景の例
は特許文献２に見られうる。
【００６４】
　ＩＲＴ検査、高解像度超音波検査、またはその両方の結果を用いて、パネルが許容可能
な値を超えるリンクル寸法を有するかどうかを判定することができる。リンクルに対する
許容可能な値がある。当該値は、部品のタイプに依存して変化する。典型的な許容可能値
はＬ／Ｄ（即ち、波長／振幅）の点で記述される。許容可能範囲外にある、Ｌ／Ｄ比率に
より特徴付けられるリンクルを有するパネルを拒絶してもよい。
【００６５】
　閾値リンクル深度およびリンクル振幅は最大検出可能深度で最小検出可能波長に対する
閾値値を提供するので、振幅の直接測定がなくても、有用なデータを取得することができ
る。検出可能波長は、当該リンクル深度が減るとともに減る可能性が高い。
【００６６】
　図９は、或るアーキテクチャに従う大規模複合構造物の非破壊検査に対するシステムの
幾つかの構成要素を特定するブロック図である。（赤外線カメラ４ａ、４ｂおよび閃光灯
６が搭載される）ロボット６４の動きは、ロボット制御コンピュータ７０により制御され
る。レーザ追跡器２４の動きおよび発射はレーザ追跡コンピュータ４８により制御される
。レーザ追跡コンピュータ４８はまた、レーザ追跡データをレーザ追跡器２４から受信す
る。閃光灯６の起動および赤外線カメラ４ａおよび４ｂの起動は赤外線サーモグラフィ・
コンピュータ８により制御される。赤外線サーモグラフィ・コンピュータ８はまた、赤外
線撮像データを赤外線カメラ４ａおよび４ｂから受信する。超音波配列振動子３４の起動
は超音波検査制御コンピュータ３０により制御される。
【００６７】
　当該コンピュータの全ては、エキスパート・ワークステーション８０にあるマスタ・コ
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ンピュータと有線または無線通信することができる。エキスパート・ワークステーション
８０にある当該マスタ・コンピュータを、赤外線撮像データをレーザ追跡データと相関付
け、超音波撮像データと相関付けるようにプログラムしてもよい。当該マスタ・コンピュ
ータをさらに、３Ｄモデルデータを３Ｄモデル・データベース・サーバ８４に要求するよ
うにプログラムしてもよい。サーモグラフィック・リンクル特徴付けの場合、エキスパー
ト・ワークステーション８０にある当該マスタ・コンピュータをまた、基準熱痕跡データ
を基準熱痕跡データベース・サーバ８２に要求するようにプログラムしてもよい。
【００６８】
　レーザ追跡コンピュータ４８は、複合構造物の３Ｄ座標システム内の赤外線カメラ４ａ
および４ｂに対する位置データを取得する。バレル形の機体部の場合には、赤外線撮像デ
ータを、機体部の３Ｄモデルに直接マップすることができる。赤外線撮像データを３Ｄモ
デルデータに重ね合せることにより、改善されたデータ分析と潜在的な自動データ分析も
可能となる。例えば、特徴／異常の指示を、赤外線撮像データを３Ｄモデルに直接重ね合
せることによって、機体構造に直接相関付けることができる。さらに、当該モデルへの直
接的なデータ重ね合わせを使用して、局所領域の厚みまたは空間点を決定することができ
る。１実施形態では、当該プロセスは、１つまたは複数のコンピュータ・グラフィックス
のテクスチャマップとしての赤外線撮像データストリップの適用を含む。当該テクスチャ
マップは、エキスパート・ワークステーション８０のモニタまたはコンピュータスクリー
ンに表示された仮想環境内の３Ｄモデル表面に投影される。
【００６９】
　図９に示す実施形態では、超音波検査は超音波配列振動子３４を用いて実施される。超
音波配列振動子３４を、ロボット６４と同様なロボットの連結アームの端に設置すること
ができる。当該超音波検査システムはさらに、超音波配列振動子３４および符号化手段（
図示せず）に動作可能に接続された超音波パルサ／受信ユニット３２を備える。超音波パ
ルサ／受信ユニット３２は、以下の動作、即ち、制御信号を当該超音波配列振動子３４に
送信するステップと、スキャンデータ信号を超音波配列振動子３４から受信するステップ
と、Ｘ－Ｙ位置データ信号を当該符号化手段から受信するステップと、当該スキャンデー
タを当該Ｘ－Ｙ位置データと相関付けるステップとを実施するようにプログラムされる。
【００７０】
　当該超音波検査制御コンピュータ３０が、非破壊検査（ＮＤＩ）スキャンアプリケーシ
ョンソフトウェアでプログラムされた汎用目的コンピュータを備えてもよい。当該超音波
パルサ／受信ユニット３２は、当該エンコーダパルスを当該ＮＤＩスキャンソフトウェア
アプリケーションに送信する。当該アプリケーションは、当該エンコーダパルスをＸ－お
よびＹ－エンコーダ値として解釈し、当該値は、当該スキャンデータを当該超音波配列３
４から正しい位置で発見するために使用される。当該超音波検査制御コンピュータ３０は
超音波撮像データを当該エキスパート・ワークステーション８０に送信することができる
。当該ディスプレイが、１つまたは複数のコンピュータグラフィックステクスチャマップ
として超音波撮像データストリップの適用を含んでもよい。当該テクスチャマップは、当
該エキスパート・ワークステーション８０のモニタまたはコンピュータスクリーンに表示
された仮想環境内の３Ｄモデル表面に投影される。
【００７１】
　上述のシステムと方法を、図１１に示す航空機１５２の部品を検査するための、図１０
に示す航空機の製造およびサービスの方法１５０で使用してもよい。事前生産中に、例示
的な方法１５０が、航空機１５０の仕様および設計１５４および材料調達１５６を備えて
もよい。生産中に、航空機１５２のコンポーネントおよび組立部品製造１５８およびシス
テム統合１６０が行われる。その後、航空機１５２が、サービス１６４に置かれるために
認証および配送１６２を受けてもよい。顧客によるサービスにおいて、航空機１５２が（
修正、再構成、改修等を含みうる）ルーチン保守およびサービス１６６に関してスケジュ
ールされる。
【００７２】
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　方法１５０のプロセスの各々を、システム・インテグレータ、サード・パーティ、およ
び／またはオペレータ（例えば、顧客）により実施または実行してもよい。この説明の目
的のため、システム・インテグレータが、限定ではなく、任意数の航空機製造業者および
主要システム下請けを含んでもよく、サード・パーティが、例えば、限定ではなく、任意
数のベンダ、下請け、および供給者を含んでもよく、オペレータが航空会社、リース会社
、軍事機関、サービス組織等であってもよい。
【００７３】
　図１１に示すように、例示的な方法１５０により生産された航空機１５２が複数のシス
テム１７０および内部１７２を有する機体１６８（例えば、機体、フレーム、スティッフ
ナ、ウィング・ボックス等）を備えてもよい。高レベル・システム１７０の例は、推進シ
ステム１７４、電気システム１７６、油圧システム１７８、および環境システム１８０の
うち１つまたは複数を含む。航空宇宙の例を示したが、本発明の原理を自動車業界のよう
な他の産業に適用してもよい。
【００７４】
　本明細書で具体化した装置および方法を航空機の製造およびサービスの方法１５０の段
階の任意の１つまたは複数において使用してもよい。例えば、生産プロセス１５８におい
て製造または組み立てられたコンポーネントまたは組立部品を、本明細書で開示した赤外
線サーモグラフィ検査システムを用いて検査してもよい。また、１つまたは複数の装置実
施形態、方法実施形態、またはそれらの組合せを、実質的に航空機１５２の非破壊検査を
促進し航空機１５２のコストを削減することによって生産段階１５８および１６０の間に
利用してもよい。同様に、装置の実施形態、方法の実施形態、またはそれらの組合せのう
ち１つまたは複数を、航空機１５２がサービス中、例えば限定ではなく保守サービス１６
６中に利用してもよい。
【００７５】
　以降で説明する方法のクレームは、そこに記載されたステップがアルファベット順（請
求項内のアルファベット順は、以前に記載されたステップを参照する目的のためのみに使
用されている）またはそれらが記載された順序に実施されると解釈または要求すべきでは
ない。また、それらは、並列に実施されている２つ以上のステップまたはその一部を排除
するか、または、交互に実施されている２つ以上のステップの任意の一部を排除するとは
解釈されるべきでもない。
【符号の説明】
【００７６】
２　機体部
４　ＩＲカメラ
８　赤外線サーモグラフィ・コンピュータ
１０　データ取得モジュール
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